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研究要旨： 

大阪・関西万博（万博）や今後の大規模イベントの安全な開催に資するべく、国や自治

体、関係機関が活用可能な、戦略的リスクアセスメントの実施やヘルスシステムの強化の

ための計画・手順の策定に資する標準的な枠組の作成を目的として、近年の国内外の大規

模イベントのレビューや世界健康安全保障イニシアティブ(GHSI)の作業部会等を通じた情

報収集、世界保健機関（WHO）のリスクアセスメントツール等の精査、万博に向けた準

備・対応の評価などを行い、標準的な枠組に求められる要素について検討した。感染症や

生物剤、化学剤、核・放射線、爆発物を用いたテロ等への対策、熱中症やメンタルヘルス

への対策、リスクコミュニケーションなどの専門的視点から検討した結果、１）包括的な

リスク・準備状況とギャップの評価、２）ギャップへの対策、３）ステークホルダーを交

えた運用演習の３段階からなる対応が、標準的な枠組の構成要素となりうると考えられ

た。一方で、各段階の実装に向けて、リスクアセスメントのためのツールの整備や、多様

なハザードへの対応を可能とする人的・物的リソースの確保、リスクコミュニケーション

の実施に向けた開催者や自治体職員向けのキャパシティビルディングなどが重要であると

考えられた。 
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Ａ．研究目的 

 大規模イベントは、多数の参加者・関係者

が一定期間特定の場所に集まりマスギャザリ

ングの状態を呈することから、多数傷病者事

故や感染症のアウトブレイクなどの健康危機

の発生リスクが高まり、開催地の保健医療資

源を圧迫する可能性があるとされる。そのた

め、イベントの開催地となる国や自治体で

は、主催者・関係者と連携し、イベントや地

域の特性を考慮したリスクアセスメントを実

施し、リスクに応じて公衆衛生及び医療の体

制（ヘルスシステム）を強化することが求め

られる。 

わが国では、近年、東京オリンピック・パ

ラリンピック（東京 2020 大会）をはじめと

する大規模スポーツイベントや G7 広島サミ

ットなどの政治イベントを複数経験し、体制

整備の一環として、感染症のリスクアセスメ

ント、分野横断的なコンソーシアムの設立に

よる医療体制の拡充、化学テロ発生時の神経

解毒剤自動注射器の活用等による即応体制の

強化などを進めてきた。一方で、新型コロナ

ウイルス感染症（COVID-19）のパンデミック

や国際情勢、地球環境の変化などをうけて、

より多様なリスクの考慮や健康影響の拡大も

考慮した体制整備の必要性も高まっている。 

 本研究は、大阪・関西万博（万博）や今後

の大規模イベントの安全な開催に資するべ

く、国や自治体、関係機関が活用可能な、戦

略的リスクアセスメントの実施やヘルスシス

テムの強化のための計画・手順の策定に資す

る標準的な枠組の作成を目的とする。 

Ｂ．研究方法 

 本研究は大きく以下の３つの研究により構

成され、研究代表者及び研究分担者等の専門

領域の視点から大規模イベントの標準的な準

備・対応のあり方について情報収集し、知見

の統合を行った。

１.大規模イベント公衆衛生・医療対策の標

準枠組に関する研究 

１）標準枠組に求められる要素の整理

 以下の専門領域を中心に、標準枠組に求め

られる要素について、先行研究の成果物およ

び過去のイベントの記録・資料などをもとに

整理した。 

① 感染症・バイオセキュリティ

② テロ対策・神経解毒剤自動注射器の

活用

③ 核・放射線

④ 熱中症

⑤ メンタルヘルス

⑥ リスクコミュニケーション

２）世界健康安全保障イニシアティブ(GHSI)

の活動を通じた情報収集 

 GHSI の以下の作業部会（WG）等の活動を

通じて、大規模イベントの対策に資する情報

収集を行った。 

① 生物作業部会（BioWG）

② 化学事案作業部会（CEWG）

③ 核・放射線脅威作業部会（RNTWG）

④ 広報官ネットワーク(CN)

２. 大阪・関西万博の準備・対応に関する

研究 

１）万博のリスクアセスメントの試行

 万博の公衆衛生リスクについて、世界保健

機関（WHO）のリスクアセスメントツール

（Mass Gatherings All Hazards Risk 

Assessment Tool (v2.0.0), MG-AHRA ツー

ル）の日本語訳を作成するとともに、これを

用いてリスクアセスメントを試行し、留意す

るべきリスクとその低減策について提案し

た。 
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２）大阪・関西万博感染症情報解析センター

の運用にかかる早期評価 

 万博に伴う感染症事案の早期探知、リスク

評価及び関係機関への情報共有等を担う「大

阪・関西万博感染症情報解析センター」が

2025 年 1 月から運用を開始した。万博開催

に先立って担当者とともに万博開催前に対応

の早期評価(Early action review, EAR)を企

画・実施し改善策の提案とこれに基づいた訓

練を実施した。 

３）万博の医療対応・化学災害対策の検討

 多数傷病者が発生する事案に関して、人為

的事案を中心に過去の事件・事故を振り返

り、万博の敷地内外で想定しうる事案の検討

を行った。 

３. 国内外の大規模イベントの公衆衛生・

医療対策の情報収集 

１）パリ大会の公衆衛生・医療に関する情報

収 

 パリ大会の公衆衛生・医療対応の担当者へ

のヒアリングを行い、救急災害医療担当部門

責任者から得られた速報データ及び東京

2020 大会の傷病者関連データを用いて、両

大会の傷病者の発生の傾向について比較分析

を行った。 

２）反復的な大規模イベント（ハッジ）開催

地の保健医療体制強化に関する情報収集 

例年約 200 万人が訪れるイスラム大巡礼

(ハッジ)にかかるサウジアラビアの医療供給

体制と準備について、公開資料及び文献検

索、サウジアラビア王国医療機関認定機構 

(CBAHI)へのヒアリング調査(オンライン)か

ら情報収集を行い、公衆衛生リスクの軽減策

と保健医療体制強化に関する取り組みを整理

した。 

３）近年の大規模イベントに関する文献レビ

ュー 

 近年のオリンピック大会等の国際的な大規

模イベント（東京 2020 大会、北京 2022 大

会、パリ 2024 大会、FIFA ワールドカップカ

タール 2022）のレビュー報告書を含む、公

衆衛生対策に係る論文や資料を収集し、特に

公衆衛生リスクアセスメントと保健医療体制

の強化に関する取り組みを中心に、分類・整

理した。 

（倫理面への配慮） 

 本研究は政策研究であり、人を対象とする

生命科学・医学系研究には該当しない。行政

機関等の組織を対象としたヒアリング調査等

の実施と結果の公表については、対象者に説

明し同意を得た上で行った。 

Ｃ．研究結果 

１.大規模イベント公衆衛生・医療対策の標

準枠組に関する研究 

１）標準枠組に求められる要素の整理

① 感染症、バイオテロ等のリスクの想定と

評価・対応（「分担研究報告書１」参

照）

 東京 2020 大会の準備プロセスの分析を通

じて、既存の日本の感染症対応システムを最

大限活用しつつ、5 つの主要施策（高リスク

集団向けワクチンキャンペーン、診断困難な

重症感染症（USII）サーベイランスの導入、

入国時検疫体制の強化、輸入感染症に関する

医療関係者への情報提供、自治体間の感染情

報共有システム構築）を実施しており、ま

た、複数回の机上訓練（Table-top 

exercise）を実施し、ステークホルダー間の

連携を強化していたことを明らかにした。マ

スギャザリングの感染症対策として、

1. 包括的なリスク・準備状況とギャッ

プの評価

2. ギャップへの対策

3. ステークホルダーを交えた運用演習

の３段階からなる対応が効果的であることを

示した。

また、2019 年に東京で開催された生物テ

ロ対策を念頭に置いた公衆衛生部門とセキュ

リティ部門の合同ワークショップの第２弾と



4 
 

して、大阪で同様のワークショップを企画・

実施した。 
② テロ対策および神経剤解毒剤自動注射器

活用に向けた検討（「分担研究報告書

２」参照） 

 化学剤を使用したテロ等における神経剤解

毒剤自動注射器の使用について、時間的・地

理的制約を克服し、持続可能な技能維持支援

体制を構築するため、e-Learning を活用し

た教育支援モデルの整備を行った。具体的に

は、体系的な復習を可能とする技能維持動画

を作成し国立保健医療科学院「健康危機管理

支援ライブラリー（H-CRISIS）」内の CBRNE

テロ対策医療・救護支援ツール（MED-ACT）

内にコンテンツを掲載した。加えて、消防大

学校及び警察大学校において、現場指導者層

を対象とする評価者研修・インストラクター

養成研修を対面形式で実施し、計 107 名に対

し、技術確認および指導者育成を実施した。 

③ 核・放射線（「分担研究報告書４」参

照） 

 国外の事故、事件については、放射線事故

等の事象の評価である国際原子力放射線事象

評価尺度 (INES)に基づき、各国が事象に関

して、事象の説明、INES 評価、関連する技

術情報、プレスリリースが含まれる情報を報

告したものを取りまとめたサイト（Nuclear 

Events Web-based System,NEWS）での報告事

例をもとに情報収集を行った。2024 年に報

告・公表された 11 件のイベントのうち線源

が関係するイベントは 4 件であった。インド

ネシアのイベント（イリジウム 192 を含むガ

ンマカメラ輸送中の危険線源の紛失事例）

は、テロ災害で使用された場合には、外部被

ばくする被災者が多数発生する可能性のある

ものであった。 

 実際に放射線・放射性物質が使用されたテ

ロ災害は発生していないが、線源の盗難や紛

失、所在不明の事例は複数報告されているこ

とから、これらがテロ災害に使用され災害が

発生する可能性も否定できない。そのため、

外部被ばく、内部被ばく、放射性物質による

汚染への対応の枠組を作成する必要がある。 

 また、テロ対策の装備について、Unmanned 

Aerial Vehicle (UAV)、Unmanned Ground 

Vehicle (UGV)や、視覚的に状況把握が簡易

にできる機材も開発されており、高線量率の

現場での放射線量の無人測定などの活用方法

が考えられる。放射線テロ災害が発生した場

合、被ばくに関する健康被害の不安への対

応、急性期の治療は必要ではないが晩発性の

リスクの評価が必要な群への健康相談の体制

なども重要である。標準枠組の作成にあたっ

ては、最新の装備の配備・活用、初動対処機

関の現場対応、医療機関での診療、専門機関

による線量評価や専門的診療の支援、長期的

フォローアップ体制の構築などが求められ

る。 

④ テーマパークや国際的な大規模イベント

における暑さ対策（「分担研究報告書

８」参照） 

 国内のテーマパークや国際的な大規模イベ

ントでは、来場者・従業員への複数の暑さ対

策が実施されており、屋外でのミスト散布や

パトロール隊による啓発活動、従業員向けの

クーリング対策等が実施されていた。一方

で、来場者の行動や心理的側面に直接働きか

けるような工夫は、把握できたなかでは限ら

れていた。国外の大規模イベントにおける熱

中症対策ガイダンス/ガイドラインでは、英

国は計画的かつ心理面に配慮した広報・訓練

体制が、韓国は主催者に対して具体的行動規

範を提示し現場での即応性に重点を置いた体

制が特徴であった。 

⑤ イベント参加者・関係者のメンタルヘル

ス対策（「分担研究報告書５」参照） 

 協力が得られた５都道府県の精神保健福祉

センター長にインタビューを行った。平時の

精神科・精神医療保健等の対応力の強化が最

優先であること、精神科救急システムを日常

的に関連施設・病院で平等に負担し、実働す

る文化づくりの重要性、災害時にも同じ構造
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で対応可能にすること、精神福祉センターに

クライシスインターベンションチーム

（CIT）を設置すること、センター長または

県の精神保健部署が指示できる体制を整備す

ること、などの意見が得られた。 

フランスの「医療心理学的緊急ユニット

（Cellule d'Urgence Médico-

Psychologique,CUMP)」 の担当者にヒアリン

グを行った。CUMP は、自然災害やテロ攻

撃、大事故などのトラウマ的出来事の被害者

に緊急の医療的および心理的サポートを提供

するフランスの医療システムである。CUMP

は、事件発生現場、医療施設、家族や関係者

のための受付センターで利用できる。CUMP

の主な役割は、トラウマ的出来事の心理的影

響を軽減すること、そして、トラウマに起因

する長期的な心理的問題を防ぐことである。

トラウマ後の不安、落ち着きのなさ、不安

感、気分の落ち込み、不眠症、うつ病などの

問題に対し、即時ケアと事後のケアを提供す

る。ロールプレイング、デブリーフィング、

デフュージングなどで、心的負担を軽減させ

るなど、精神的ショックを受けた後の対応を

教育している。 

また電話 CUMP（CUMP telephonic）のよう

に、海外で事件が起きた時など、遠隔での支

援対応も可能な仕組みが構築されていた。 

⑥ リスクコミュニケーション（「分担研究

報告書６」参照）

 大規模イベントの主催者と開催自治体や関

連組織が、実用的なリスクコミュニケーショ

ン、コミュニティエンゲージメント、インフ

ォデミックマネジメント（RCCE-IM）計画を

作成し、実行するための具体的なキャパシテ

ィビルディングのプログラム案を作成した。 

以下の３段階のステージで構成される。 

表１．RCCE-IM キャパシティビルディング 

ステージ１ 基礎知識習得

対象者 初学者を含む多様な実務者 

内容 リスクガバナンスの概念、コミ

ュニケーション体制の構築方

法、健康リスクに限らない多様

なリスクへの対応 

手法 講義と事例紹介を組み合わせた

参加型研修 

ステージ２ ワークショップ

対象者 研修受講者 

内容 WHO ツール（MG-AHRA ツー

ル）を活用した RCCE-IM 計画

作成の実践

手法 3 時間程度のグループワーク形

式 

ステージ３ シミュレーション演習

対象者 ワークショップ修了者

内容 参加者の実際のイベント事例を

基にしたケーススタディ 

手法 3 時間程度のシミュレーション

演 習 （ simulation exercise, 
SimEx）

２）世界健康安全保障イニシアティブ(GHSI)

の活動を通じた情報収集 

 GHSI の作業部会（WG）等を通じて以下の

情報収集等を行った。 

① 生物作業部会（BioWG）（「分担研究報

告書１」参照）

 BioWG の対面会合は 2024 年 8 月にローマ

で開催された。バイオテロの脅威分析とし

て、特に、脅威とリスクアセスメント、（対

応の）優先度が高い生物剤の分類、各国の経

験値の共有が主要アジェンダであった。バイ

オテロの脅威としては、無人航空機、即席爆

発装置および人工知能を題材とした議論が行

われた。生物剤の優先順位については、評価

項目と重みづけに関する議論が行われた。 

② 化学事案作業部会（CEWG）

CEWG では、2025 年 2 月に３日間にわたっ

てオンラインシンポジウム「Enhancing 

Public Health Management of Chemical 

Incidents through Collaboration with 

Poison Centres」を開催し、化学イベントへ

の公衆衛生対応の強化に向けた各国の中毒セ

ンターとの連携についての議論が行われた。
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③ 核・放射線脅威作業部会（RNTWG）

（「分担研究報告書４」参照） 

 RNTWG は 2025 年 2 月 15 日にオンライン開

催された。ドイツでは、「Protection 

strategies in case of nuclear detonation

（核爆発時の防護戦略）」を作成中であり完

成したら英訳版が公表される予定である。11

月 11〜15 日に the Event Management 

Response Framework (EMRF)の訓練(東南アジ

アで、環境中の放射性物質の濃度上昇が検知

され、何らかの事象発生が考えられることか

ら、緊急会合が招集されるという想定)が企

画された。 

④ 広報官ネットワーク(CN) （「分担研究

報告書６」参照） 

 CN の定期オンライン会議に参加し、健康

危機に関するコミュニケーション技術とコン

テンツについて国際的な意見交換を行った。

各国の RCCE-IM 実践事例と最新知見を収集

し、日本の事例と比較分析を行った。また、

GHSI のミッション周知のための広報資材

を、英語、フランス語、ドイツ語、日本語な

どメンバー国の言語で共同製作した。この過

程では、文化的背景の違いを考慮した内容調

整と翻訳品質の確保に注力した。以上によ

り、国内外の知見を統合した実践的な RCCE-

IM 枠組みの開発と、国際的な連携強化を同

時に進めた。 

 

２. 大阪・関西万博の準備・対応に関する

研究 

１）万博のリスクアセスメントの試行（「分

担研究報告書７」参照） 

万博について、MG-AHRA ツールを用いてリ

スクアセスメントを行い、リスクマトリクス

を作成した（図１）。万博では MG-AHRA ツー

ルが対象とする 7 種類のハザード（1.性感染

症以外の感染症、2.性感染症、3.媒介性感染

症、4.感染症以外の脅威(非感染性疾患, 薬

物アルコール、群衆事故による怪我)、5.環

境上の懸念、6.Chemical, Biological, 

Radiological, Nuclear(CBRN)、7.食品安

全・水）のうち、性感染症を除く 6 種のハザ

ードが該当し、総合スコアは「中程度」と算

出された。「リスクの評価（risk 

evaluation）」の回答に重みづけをして計算

された「リスク評価スコア」が 5 段階で 2 番

目に高い「重大」、「リスクの軽減（risk 

mitigation）」のステップで選択した対応策

の実施状況により計算された「軽減スコア」

が下から 2 番目の「低い」であった。 

 
図１. WHO リスクアセスメントツール(WHO MG-

AHRA)を用いた大阪・関西万博のリスクマトリ

クス 

 

２）大阪・関西万博感染症情報解析センター

の運用にかかる早期評価 

 大阪・関西万博開催に伴って設置された、

「大阪・関西万博感染症情報解析センター」

が実施する、強化サーベイランスに係る探

知・報告・対応の一連の流れに関する阻害要

因と促進要因を特定し、迅速または長期的な

改善点の優先順位付けや最善の方法を担当者

間で共有するため、2025 年 1 月 29 日に、関

係者（大阪府・市、大阪健康安全基盤研究

所、2025 年日本国際博覧会協会、国立感染

症研究所）により早期評価(EAR)を実施し

た。  

 
軽減スコア 

 非常に
低い 低い 可能性

がある 
可能性
が高い 

ほぼ 
確実 

リ
ス

ク
評

価
ス

コ
ア

 
深刻 低い 中程度 高い 非常に

高い 
非常に
高い 

重大 低い 中程度  高い 高い 非常に
高い 

中程

度 
非常に
低い 低い 中程度 高い 高い 

軽微 
非常に
低い 

非常に
低い 低い 中程度 中程度 

極微 
非常に
低い 

非常に
低い 

非常に
低い 低い 低い 
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 万博開催時に発生する可能性が高いと想定

される事例を用いて、強化サーベイランスの

うち会場内サーベイランスに係る探知、検

証・確認、調査に関する阻害要因と促進要因

を特定し、阻害要因に対処するための改善点

を提案した。 

 探知の阻害要因として、報告基準が不明確

で、データの信頼性に問題があること、早期

探知のための情報が不足していること、が抽

出され、改善策として報告基準の明確化、報

告項目の精査が挙げられた。 

 検証・確認の阻害要因として、連絡体制が

不明確、または連絡取れない可能性があるこ

と、早期探知のための情報不足を補う必要が

あること、連絡体制が整備されていないこ

と、が抽出され、改善策として、連絡体制の

整備、組織的な対応のための複数名の担当者

の配置、すでに実施している取組の促進、が

挙げられた。 

 調査の阻害要因として、対象者の所在地が

複数の保健所に分散した場合、どの保健所が

主体となるのかが不明確、診断名がついてい

ない症状の場合、何を根拠として調査を行う

か難しい、調査・対応に関して指揮命令系統

が曖昧であること、などが抽出され、改善策

として、情報収集後の調査の根拠を明確にす

ること、各部署の体制を確認すること、など

が挙げられた。 

３）万博の医療対応・化学災害対策の検討

（「分担研究報告書４」参照） 

 過去の事件・事案をもとに、人為的な多数

傷病者事案に関して類型化を行った。事案の

類型としては、主に１）刃器を用いた事案、

２）爆発物を用いた事案、３）液体（化学物

質）を用いた事案が想定され、さらに、液体

には可燃性化学物質、バイナリー型（いくつ

かの液体を混ぜることで有毒ガスを発生させ

るもの）、Acid Attack、放射性同位元素

（RI）のばらまきが存在した。対応において

は、鋭的多数傷病者損傷におけるトリアー

ジ、心理学的インパクトを伴う多数傷病者発

生への対応を考慮する必要があると考えられ

た。 

３. 国内外の大規模イベントの公衆衛生・

医療対策の情報収集 

１）パリ大会の公衆衛生・医療に関する情報

収（「分担研究報告書３」参照） 

 東京 2020 大会とパリ大会の傷病者関連デ

ータを収集し比較した。総傷病者数は両大会

とも 2 万人弱であったが、観客、選手の傷病

発生場所の割合が大きく異なっていた。パリ

大会は観客動員数に関連して東京 2020 大会

の 12 倍以上の観客関連傷病者数であった。

このことは無観客の対策との関連を強く示唆

するものと考えられた。また東京大会では会

場内での選手の傷病よりも選手村のほうが圧

倒的に多かった。COVID-19 まん延下での選

手の受療運用体制が影響していた可能性が考

えられた。 

２）反復的な大規模イベント（ハッジ）開催

地の保健医療体制強化に関する情報収集

（「分担研究報告書７」参照） 

 毎年イスラム歴の第 12 月にとりおこなわ

れるハッジの準備対応にあたり、サウジアラ

ビア王国では、ハッジ・ウムラ省、保健省、

内務省、外務省、国防省保健局、運輸省等に

よる省庁間の連携体制が組まれていた。 

WHO 研究協力センターに指定されているサ

ウジアラビア保健省国際マスギャザリング医

療センターが開発した Jeddah Tool を用いて

ハッジ戦略的リスクアセスメント(Hajj

Strategic Risk Assessment: SHRA) を 2016

年から実施している。ハザードごとに算出し

たリスクスコアをもとに 4 段階のリスクレベ

ルを示し、さらに各ハザードに対応可能な保

健医療人材のキャパシティを経年的に評価し

公表している。リスク軽減策に該当するもの

としては、巡礼ビザ申請・取得における髄膜

炎菌ワクチンの接種証明書や、巡礼中の「医

療上の緊急事態やその他の不測の事態をカバ
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ーする包括的な旅行保険への加入」の義務化

が挙げられる。また、期間中の保健医療機関

の体制策として、医療職の増員、臨時医療施

設・救護所の設置、医療費のための財源確保

があった。 

３）近年の大規模イベントに関する文献レビ

ュー（資料参照） 

 近年のオリンピック大会等の国際的な大規

模イベント（東京 2020 大会、北京 2022 大会、

パリ 2024 大会、FIFA ワールドカップカター

ル 2022）に関する文献のうち、公衆衛生・医

療に関連する 67 件の文献を精査したところ、

東京 2020 大会については、COVID-19 に関す

るリスクアセスメント、リスクマネジメント

に係る論文が大多数を占めていた。COVID-19

発生前は東京 2020 大会のリスクとして、熱中

症に対するものが多く、特に屋外におけるリ

スクアセスメントが行われていた。その他、

大会開催後に医療体制に関するリスクを分析

する論文も見られた。北京 2022 大会について

も、COVID-19 の感染対策のために同大会で採

用された「クローズドループ」システムの有

効性を評価する論文が複数確認できた。また

医療体制整備のための疾病分析を行う評価論

文も見られた。パリ大会では、COVID-19 に注

目した論文が減少し、アルボウイルス（デン

グ熱等）の他、黄色ブドウ球菌などの感染症

をテーマにする論文が確認できた。サーベイ

ランス手法として、下水サーベイランスを用

いた様々な感染症の検出に関する研究論文も

見られた。2022 年 FIFA ワールドカップにつ

いては、試合中のリスクとして熱中症に着目

したものが確認できた。 

Ｄ．考察 

 大規模イベントの安全な開催に向けた公衆

衛生・医療体制を構築する上で重要となる多

様な専門領域について、国内外の最新情報を

収集し、戦略的リスクアセスメントの実施や

ヘルスシステムの強化のための計画・手順の

策定に資する、標準枠組のあり方について検

討した。 

 東京 2020 大会の感染症対策から、１）包

括的なリスク・準備状況とギャップの評価、

２）ギャップへの対策、３）ステークホルダ

ーを交えた運用演習、３段階からなる対応が

効果的であることが示されたが、この３段階

の対応は、万博に向けて、大阪・関西万博感

染症情報解析センターの早期評価を実施した

プロセス（阻害要因、促進要因の把握と改善

策の提案）とも類似している。また、未検証

ではあるが、感染症以外のハザードの対策に

おいても同様に有用性が期待されることか

ら、標準枠組の構成要素となりうるものと考

えられた。

 その上で、それぞれの段階で活用できるツ

ールやリソースを用意することも重要であ

る。WHO の MG-AHRA ツールは、オールハザー

ド・アプローチにより 6 つの要因別にリスク

評価と軽減策提示されていることから、全体

を俯瞰し、要因に該当する多部門、多分野の

対応が可能となる。また、「リスクの軽減」

の疫学的要因のリスク軽減策の例にみるよう

に、事象の発生後や発生の可能が高まった際

に、規制や体制をどのように変化させてイベ

ントを続行するかについての検討と具体策の

準備は、不可欠な要素であると考えられた。

一方で留意点として、提示されるリスク軽減

策が必ずしも評価されたリスクに対応してい

ないこと、リスク軽減策の具体性に偏りがあ

ることが挙げられる。例えば、換気について

は詳細なリスク軽減策が提示されていたが、

暑さ寒さについては評価対象となるリスクで

各項目があるのに対して、リスク軽減策は具

体性に欠けていた。また、WHO の「アフター

アクションレビューのためのガイダンス」

(Guidance for After Action Review, WHO 

2019)（資料参照）の柱に含まれる緊急対応

の調整やステークホルダーの特定、コミュニ

ティとの協働等のリスク軽減につながる広域

的な対応は、6 つの要因ごとに評価する WHO 
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MG-AHRA ツールでは対象とされていない。

MG-AHRA を使用する場合、「リスクの評価」

と「リスクの軽減」の項目を選択的に抽出

し、他のツールと統合して利用するなど、チ

ェックリストのように使用することが有用と

考えられた。また、オリンピックなど数週間

のイベントと異なり、万博のように約半年と

長期に及ぶ場合は、気候の変化などによるリ

スクの状況の変化を見据えて、繰り返しリス

クアセスメントを実施することも重要であ

る。 

 ギャップへの対策を考える上では、利用可

能な人的・物的リソースも重要な要素とな

る。例えば、神経解毒剤自動注射器とそのプ

ロバイダーを確保することは、大規模イベン

ト対策として継続的に取り組むべき課題であ

り、今回作成した e-Learning を用いた技能

維持研修プログラムは、これに資するものと

考えられる。また、緊急時のメンタルヘルス

対応についても、フラランスの事例なども参

考に人材の育成・確保を進める必要があるだ

ろう。健康被害の予防という観点からは、リ

スクコミュニケーション戦略とこれを担う人

材の育成も重要であり、RCCE-IM に関するキ

ャパシティビルディングについて、次年度以

降具体的なコンテンツの作成を行う予定だ

が、特に国際的なイベントの場合は、多言語

対応も含めて準備する必要がある。化学物質

の検出や放射線の線量測定などについては、

近年多様な機器が開発されており、これらを

効果的に活用することも、継続的なリスクの

モニタリングと緊急対応において有用であ

る。 

 近年の大規模イベントに関する情報収集と

比較分析により、COVID-19 などの共通する

課題が認識された一方、公衆衛生や医療のリ

スクを網羅的にカバーした報告はあまり行な

われていないことも明らかになった。イベン

トの開催者や自治体は、オールハザード・ア

プローチに基づいたリスクアセスメントを実

施し、その上でイベント開催中も継続的に評

価する枠組を構築することが求められる。 

Ｅ．結論 

 国内外の近年の大規模イベントへの対応

や、WHO が作成するリスクアセスメントツー

ルなどを精査することで、大規模イベントの

安全な開催に向けた戦略的リスクアセスメン

トの実施やヘルスシステムの強化のための計

画・手順について検討した。１）包括的なリ

スク・準備状況とギャップの評価、２）ギャ

ップへの対策、３）ステークホルダーを交え

た運用演習の３段階は、大規模イベント開催

時の標準的な枠組の要素となりうるものと考

えられた。次年度以降、各段階で活用できる

ツールやリソースについて具体的な検討を行

い、実装可能な枠組の構築を進める。

Ｆ．健康危険情報 

  該当なし 
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対応のポイント．公衆衛生．

2024:88(8);772-778.

 齋藤智也．大規模イベントがやってく

る！：マスギャザリングに対する事前

の演習・訓練のすすめ．公衆衛生．

2024:88(8);786-793.

 小井土雄一．大規模イベントがやって

くる！：テロ対策の最前線．公衆衛

生．2024:88(8);803-814.

 森村尚登．大規模イベントがやってく

る！：イベント開催中の地域の救急医

療．公衆衛生．2024:88(8);815-824.

 高橋晶. 新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）罹患後の精神症状に対す

る漢方薬の使用経験と可能性.日本東洋

心身医学研究 37(1) 16-22, 2024.

 高橋晶. 能登半島地震や過去の災害,海

外の対応から振り返った災害精神医学

の課題と展望.日本精神科病院協会雑誌

43(9) 899-904,2024.

 高橋晶. 総合病院精神医学領域の研究

とその発展について.総合病院精神医学

36 (2), 124-129, 2024.

 高橋晶,池田美樹,大江美佐里,千葉比呂

美.2024 年能登半島地震における精神的

支援と課題.日本トラウマティック・ス

トレス学会誌 22 (1), 76-86, 2024.

 高橋晶．能登半島地震や過去の災害,海

外の対応から振り返った災害精神医学

の課題と展望,日本精神科病院協会雑

誌, 43(9),899-904, 2024.

２．学会発表

 Sho Takahashi, Chie Yaguchi,

Yoshifumi Takagi, Tatsuhiko Kubo,

Yasuhisa Fukuo, Hirokazu Tachikawa.

Estimating Number of DPATs in the

Nankai Trough Earthquake from data

of 'cocoro-no-care' in the Great

East Japan Earthquake. (The 15th

Asian Pacific Conference on

Disaster Medicine: APCDM 2024)

Seoul 2024-11-25-26

 大西光雄. 特別企画１ 2025 大阪・関西

万博に向けて．2025 大阪・関西万博医

療対応をより強靭にするために−過去の

人為的な多数傷病者事案を参考にした

想定にどう対応するか.第 30 回日本災

害医学会総会・学術集会（名古屋）

2025 年 3 月.

 高橋晶. コロナ禍、そして人々の絆.

第 15 回日本不安症学会学術大会（東

京）. 2024 年 5 月.

 江川孝、小幡 篤、原田奈穂子、國永

直樹、吉本尚、齊藤稔哲、加古まゆ

み、高橋晶．災害時医療体制の法的背

景と医薬品供給．第 15 回日本プライマ

リ・ケア連合学会学術大会．2024 年 6

月 7－9 日 

 高橋晶．これからの災害精神支援の課

題と発展 災害派遣精神医療チーム
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DPAT 発足から 10 年、これからの災害精

神支援の課題と展望 第 120 回日本精

神神経学会学術総会（札幌） 2024 年６

月 20－22 日 

 高橋晶．災害やパンデミック時の医療

従事者のメンタルヘルス支援 医療従

事者のメンタルケアに向けたさまざま

な取り組み．第 120 回日本精神神経学

会学術総会（札幌）．2024 年 6 月 20－

22 日

 高橋晶．災害時に心身医学・心療内

科・精神科が関わるメンタルヘルスと

能登半島地震での対応（心療内科学会

災害支援プロジェクト合同企画）．第

65 回日本心身医学会総会ならびに学術

講演会（東京）．2024 年 6 月 30 日

 高橋晶．心療内科・精神科リエゾンチ

ームで用いる漢方薬の使用経験につい

て 緩和ケア・精神科リエゾンチーム

に役立つ薬物療法のコツ．第 65 回日本

心身医学会総会ならびに学術講演会

（東京）．2024 年 6 月 29 日

 高橋晶．災害時の被災者支援と支援者

支援～能登半島地震等の経験から 災

害対応におけるトラウマティックスト

レス～能登半島地震等の経験を踏まえ

て～．第 23 回日本トラウマティックス

トレス学会（京都）．2024 年 8 月 11 日

 高橋晶．能登半島地震対応から,南海ト

ラフ地震,首都直下地震に備えての課題

と対応～DPAT の立場から．第 48 回 茨

城県救急医学会 茨城県メディカルセ

ンター(ハイブリッド開催)（水戸）．

2024 年 9 月 7 日 

 高橋晶．災害精神医療の概要と医師の

役割 第１会場「災害現場における医

療提供」．第 8 回日本精神薬学会（東

京）．2024 年 9 月 21 日

 高橋晶．心と体を診る医師になりたか

った人が災害精神医療にたどりついた

キャリアパスの一例 知りたい！あの

先生のキャリアパス 2024．第 37 回日本

総合病院精神医学会（熊本）．2024 年

11 月 29 日 

 高橋晶．災害支援企画 「災害時の支援

者支援と産業衛生」 心療内科・心身医

学に期待される事、対応が求められる

事．第 28 回日本心療内科学会（東

京）．2024 年 12 月７日

 高橋晶．多職種のための社会精神医学

セミナー「DPAT 活動の立場から」（災

害時精神保健医療に関わる多職種の視

点能登半島地震を踏まえて」）．日本

社会精神医学会（東京）．2025 年 2 月

16 日 

 櫛引 夏歩、菅原 大地、矢口 知絵、石

塚 里沙、高木 善史、齋藤 真衣子、青

木 ケイ、米澤 慎二郎、柳 百合子、八

斗 啓悟、高橋 晶、相羽 美幸、白鳥

裕貴、川上 直秋、太刀川 弘和．中学

生を対象とする社会的孤立・孤独の一

次予防のための心理教育プログラムの

有用性の検討．第 43 回日本社会精神医

学会（東京）．2025 年 3 月 14 日

 竹田飛鳥、下ノ薗慧、島﨑大、冨尾淳.

テーマパークや国際的な大規模イベン

トにおける暑さ対策. 第 83 回日本公衆

衛生学会総会（札幌市）.2024 年 10 月

29-31 日

３．制作物

 GHSI コアメッセージ（本研究班,

2024）

Ｈ．知的財産権の出願・登録状況 

１．特許取得

特になし

２．実用新案登録

特になし

３．その他

特になし




